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研究成果の概要（和文）：各種事故や不祥事防止に向けて、組織要因とヒューマンファクターと

の関係を明白にし、組織行動のあり方と組織の健全性診断システムの開発を目指して研悠を進

め、システムの開発に成功した。このシステムについて試行を繰り返すことにより、その実用

性を明らかにするとともに、これまでの各種研究に対する優位性を確認した。 
 
研究成果の概要（英文）：Based  on  the research of the relation of Organization factor and 
Human factor, we developed the new diagnostic check system for healthy organization 
management and operation.      
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研究分野：安全管理、リスクコミュニケーション 
科研費の分科・細目：社会・安全システム科学、社会システム工学・安全システム 
キーワード：安全システム・経営システム・組織行動・組織の健全性 
 
１．研究開始当初の背景 
各種事故や不祥事が発生するとその直接・間
接の原因究明や再発防止に向けての各種調
査や研究が行われているが、組織自身に内在
する組織管理やヒューマンファクターにま
で突っ込んで問題点を追及するに至らず、あ
るべき論で終わっているのが通例である。組
織要因やヒューマンファクターの視点から
再発防止に資する仕組みの開発が必須であ
るとの認識に立ち研究を実施することとし
た。 
 
 
 
 

２．研究の目的 
組織の管理とその中で組織を構成するヒュ
ーマンな要素を抽出し、健全な組織に必須の
要因を明らかにするとともに、組織の構成員
を上級管理者、中間管理職、第一線の作業者
に分類し、それぞれの視点から組織に求めら
れる要素を評価することにより、組織に内在
する課題や優位点が明らかになる。この評価
を実用的なものにするには評価項目の絞り
込みが必要である。これらの作業を通して実
用的かつ簡便に実施可能な組織の健全性診
断システムの開発を行い、更にはその普及に
より、事故や不祥事の発生防止を目指す。 
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３．研究の方法 
国内における事故・不祥事に関する各種事故
調査報告書の調査のみならず、海外における
事例研究も調査研究し、これまでの解析手法
の評価を行う。これらの事故調査の解析から
組織管理のありかたと事故等で顕在化した
組織エラーと当事者エラーの関係を整理す
る。 
これにより、安全成績の良い企業と事故・不
祥事を起こした企業との組織管理の違いを
明らかにすると共に、組織管理における重要
な管理項目についての評価指標を開発する。 
 
組織そのものはあたかも生物体のように頭
脳部分、情報収集部分、組織内の情報伝達系、
経営資源の配分、生産活動等の手足となって
行動する部分等からなる。 
この活動の健全性を診断し、あるべき姿に戻
すことはあたかも人間の健康診断や医療活
動と似ている面が多い。事故不祥事の発生は
人間でいうと重病であり、直ちに手術や治療
が必要であるが、これらに至ることを防ぐた
め、予兆の早期発見と早期治療が重要であり、
我々は定期的な健康診断や時には人間ドッ
ク受診を行っているのはこのためである。 
 
このことは企業等の組織体においても同様
である。組織内に潜在的に内在している組織
の根本的な事故や不祥事の発生要因をそれ
が顕在化する前に、いわゆる未病の段階で把
握が可能となれば発生の防止のみならず、組
織風土の改善にもつながる。 
 
健康診断には 
１、 日々の自己診断 
２、 定期的な人間ドック等医師の検査、診断 
３、 異常を感じての精密検査 
の順になるが、ここでは１の日々の自己診断
にあたる診断法の開発を目指して、研究をす
すめた。 
 
診断方法は対象組織が望むときに業務に支
障をきたすことなく、簡便に行うことができ
るものとする。 
また、診断の際しての問診項目の選定にあた
っては、組織管理の本質的な部分や教育、内
部コミュニケーションを中心に検討を進め
るが、この基本的な考え方には「多重防護壁」
の考え方を織り込んで、評価指標を作成する。 
これは、人間の行うことには完璧なことはあ
りえず、事故や不祥事の予兆の早期発見や防
止には数段階にわたっての対応策が必要と
の考え方による。 
 
また、診断は自己診断とし、組織における上
級管理職、中間管理職、第一線実務者に無記
名で診断をお願いし、その結果を集約して組

織の健全性について判断する。 
 
ここで開発された評価指標について、研究に
協力いただいている企業、組織において試行
し簡便かつ実用化可能な診断システムにす
べく改良を加える。 
なお、組織診断についてはこれまで種々の研
究事例があるが、評価表への記入項目が多す
ぎ業務に支障が生ずるとか、評価表の記入と
評価結果の解析に時間がかかる等の理由で
実用可能なものとなっていない。これらの研
究についても調査、解析を行いその利点と欠
点の解析を行うことに加えて、現実に企業の
現場で内部監査や監査役監査に従事してい
る方からも組織の健全性維持に関する現状
の問題点と改善に向けての提言をいただき、
本システム構築の改善に向けて、織り込んで
いくこととした。 
 
これらの研究成果は年 2回、計 6回の公開シ
ンポジウムで発表し参加者の意見を仰いだ。 
ここでの参加者は実際に企業や組織で管
理・監査に従事して方が大半を占め、ここで
の意見が本システムの開発に役立ったこと
を申し添える。 
 
なお、この研究に際しては、民間企業での 
組織管理や環境・安全・品質・リスク管理を
担当しているメンバーからなる「ＬＣＢ研究
会・代表中田和臣氏」に研究協力者として 
参加願い、企業や公的組織の健全性診断につ
いて、都度貴重なご意見をいただいたことを 
申し添える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

４．研究成果 
内外の事故や不祥事に至る根本原因を組織
管理と組織内のヒューマンファクターの側
面から調査、解析を行い、問題解決のための
課題を組織行動における１１項目に要約可
能であることの成果を得た。 
この１１項目は 
Ｌ（Ｌｅａｒｎｉｎｇ） 組織の学習態度 
 Ｌ－１ リスク管理 
 Ｌ－２ 学習態度（過去の事例の学習） 
 Ｌ－３ 教育・研修 
Ｃ（Ｃａｐａｃｉｔｙ） 組織の管理能力 
 Ｃ－１ 独立したモニタリング組織 
 Ｃ－２ 監査制度の整備・運用 
 Ｃ－３ 内部通報制度 
 Ｃ－４ コンプライアンスの明確化 
Ｂ（Ｂｅｈａｖｉｏｒ） 組織の実践度 
 Ｂ－１ 組織トップの具体的な実践度 
 Ｂ－２ ＫＹ・ＨＨの具体的な取り組み 
 Ｂ－３ ４Ｍ等の変更管理 
 Ｂ－４ 内部コミュニケーション 
からなる。 
上記の１１項目の頭文字をとってこれをＬ
ＣＢ式組織の健康診断と名づけ、研究に協力
を申し出ていただいた企業により試行、改良
を繰り返した。 
協力いただいた企業は、化学、工業ガス、医
療やその他公的機関の現業部門等である。 
 
これらの研究成果を年２回（３年間で計６
回）の公開シンポジウムで報告、広く内外か
らの意見をいただいた。 
このシンポジウムは組織管理・環境安全管理
監査等を業務として行っている企業関係者
を対象としたものである。 
ここで出た意見の主なものは 
１．企業が自主的に簡便にできる評価手法で
あり、これまで何人かの研究者が提案されて
きたものはあまりにも膨大で簡単に実施で
きなかったものに比べて、気軽に診断しよう
との意欲が出てくる。 
２．現在、ＩＳＯ取得企業でも各種不祥事が
発生しているが、この手法はＩＳＯの欠点を
補完できる手法である。 
３．監査役監査、内部監査、内部統制に応用
可能である。 
４．組織の風通しが具体的に把握可能である。 
等々であった。 
 
全体としての評価は、コンプライアンスの視
点で企業や組織の問題点を事前に且つ簡易
に診断できるツールとして有効であるとの
結果であった。加えて、現に企業の監査役や 
内部監査部門からはこの手法を監査手法と
して導入を考えたいとのことである。 
 
 

これまでの３年間の研究成果は報告書とし
て冊子を作成、関係者に配布するとともにこ
の診断法の普及啓発を進めることとした。 
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